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はじめに

　地方分権時代を迎え、道州制の導入がにわかに現実味を帯びて議論されるようになってきている。しかし、長らく中央集権に慣れた我国では、強い権限を持つ広域的な地方自治を使いこなせるかどうか心配も多い。都府県であった各地域の個性や特殊事情が押しつぶされるのではないかとか、逆に、これまで別の都府県に別れていた地域が一体性をもって調和のとれた行政を遂行できるのかといった疑念も拭えない。

　そこで、地方自治法に定めのある「広域連合」の規定を利用して、例えば「九州広域連合」といった形で、事実上の道州制行政を、試験的に行ってみることを提案したい。

　しかし、現実にこれまで見られてきた市町村などの広域連合では、参加各自治体の利害調整に手間取ったり、結局事実上は中心となる自治体が仕切るようになったりして、行政効率の面からも、また民意の民主的反映という面からも、必ずしも望ましくない実態が見られた。

　これに対して、筆者は、広域連合の議会が公選できるとする地方自治法の規定を利用して、この問題を解決する策を考案した。

　その際、次の点を同時に満たすことを考慮する。

1) 広域連合圏全体のための一体的政策のいかんをめぐって民意が問われ、それができるかぎりクリアに広域連合行政に反映されることを通じて、広域連合圏全体の一体化が推進されるものであること。

2) にもかかわらず、参加各都道府県の特殊事情を損なわない保証となる仕組みがあること。

3) 議員報酬のための新たな財政負担が発生しないこと。

１．地方自治法における広域連合議会の規定

　広域連合は、地方自治法第３編「特別地方公共団体」の第３章「地方公共団体の組合」の第３節に定めがある。その、291条の2では、「国は、その行政機関の長の権限に属する事務のうち広域連合の事務に関連するものを、別に法律又はこれに基づく政令の定めるところにより、当該広域連合が処理することとすることができる」とある。それゆえ、道州制において移管することが構想されている国の権限を、試験的に広域連合に移管してみることができる。同条の４項では、「都道府県の加入する広域連合の長は、その議会の議決を経て、国の行政機関の長に対し、当該広域連合の事務に密接に関連する国の行政機関の長の権限に属する事務の一部を当該広域連合が処理することとするよう要請することができる」とあり、都府県側のイニシアチブでこの実験を提案することも可能になっている。

　ところで、地方自治法では、広域連合には議会と長をおくことになっている。その選び方は、291条の5「議会の議員及び長の選挙」で定められており、議員の選挙については、第１項で「広域連合の規約で定めるところにより、広域連合の選挙人（広域連合を組織する普通地方公共団体又は特別区の議会の議員及び長の選挙権を有する者で当該広域連合の区域内に住所を有するものをいう。次項及び次条第７項において同じ。）が投票により又は広域連合を組織する地方公共団体の議会においてこれを選挙する」、長の選挙については第２項で「広域連合の規約で定めるところにより、広域連合の選挙人が投票により又は広域連合を組織する地方公共団体の長が投票によりこれを選挙する」とあり、いずれも公選できることが定められている。しかし、これらが実際に公選されている例は、愚見の及ぶ限りでは存在しない。これらの代表機関が、各参加自治体の議会や長から選ばれている限り、それは各参加自治体の利害代表となり、一体的政策など議論されなくなるのは当然である。

　そこで、せっかく法に規定されている公選制を導入することで、前節末に掲げた条件を満たし、事実上の道州制を実現するための工夫を考える。

　ここで注目したいのは、議会の組織及び選挙方法、執行機関の組織及び選任の方法は、地方自治法291条の4により、広域連合の規約に任されていることである。すなわち、現行の市町村や都道府県の議会制度や執行部の選び方に縛られる必要はなく、自由に工夫をこらすことができる。

　さらに、同条第４項では、「広域連合の議会の議員又は長その他の職員は、第92条第２項、第141条第２項及び第196条第３項（これらの規定を適用し又は準用する場合を含む。）の規定にかかわらず、当該広域連合を組織する地方公共団体の議会の議員又は地方公共団体の長その他の職員と兼ねることができる」とある。

　さらに付け加えると、都道府県議会議員選挙は、現在、統一地方選挙の前半で行われており、その二週間後にまた、市町村議員などの投票の機会がある。このことが機会として利用できる。

２．広域連合議会議員公選制の提案

　以上の条件を利用すれば、「はじめに」の節末で掲げた条件を満たす議会選挙制度を考案することができる。それは、以下の手順による。

1) 統一地方選挙前半の都府県議会議員選挙の後、当選した都府県議会議員が政党名簿を組んで、広域連合議会選挙に立候補する。この際、一つの名簿には、すべての参加都府県の議会議員が含まれていなければならない。

2) 広域連合議会選挙の投票は、統一地方選挙後半の投票日に行われる。投票は全域一区で政党名を投票する比例代表選挙とする。

3) 各政党にドント式の原則で議席が割り当てられる。次の選挙までの間、各政党内では、割り当てられた議席数のうちで、名簿にあげられた都府県議員の間で自由に議員を交代できる。

4) 選挙後、広域連合議会は広域連合の執行長を選出し、執行長が執行部を組織する。（広域連合の長は参加都府県の知事から短期で互選される象徴職とする。）

5) 広域連合議会が後任の執行長を選出して執行部を不信任した場合、執行長が広域連合議会を解散しないかぎり現執行部は総辞職する。広域連合議会が解散された場合、現職の都府県議員が1)と同様に政党名簿を組んで、その政党に投票する比例代表選挙が行われる。選挙後の議員の任期は、次の統一地方選挙までとする。

6) ひとつの政党名簿に載った都府県議員の間で、政党が分裂した場合、原則としてその議員の数に比例して広域連合の議席を各派に案分する。ただし、すべての参加都府県の議会議員をそろえることができなかった派には議席が配分されない。いずれの分裂後の派も、すべての参加都府県の議会議員をそろえられなかった場合には、もとの政党への議席配分は消滅し、その分の議席は他の政党の間で選挙時の得票に比例して分け取る。

　すなわち、1)の「すべての参加都府県議員を名簿にそろえる」という工夫により、選挙は都府県代表を選ぶ性格のものではなくなる。特定都府県の利害を主張する勢力は立候補できなくなる。選挙戦は、広域連合圏全体の政策をめぐってしか争われなくなる。都府県議員に当選している者をすべての参加都府県について集めなければならないハードルがあるので、比例代表制の欠陥とされる小党分立の危険も避けられる。

　議院内閣制をとることもこの傾向を強める。広域連合の長を公選した場合には、広域連合全体の政策は長の選挙で選び、議員の方は地域利害代表を選ぶ選択がされがちである。また、議員が地域利害で選ばれず、政策で選ばれた場合には、今度は長の政党と議会の多数党がズレたときに困難に陥る。議院内閣制を取れば、一票しかないのだから、それは全域的政策を選ぶために使われ、しかも議会の多数派と執行部がズレる困難はなくなる。

　しかも、立候補に際して参加全都府県の議員をそろえなければならなかったり、6)の仕組みをとったりしているので、特定都府県の事情を犠牲にした政策をとることができなくなる。ある政党が特定都府県の事情を犠牲にした政策をとろうとしたら、その政党の当該都府県の議員が結託して離党すれば、その党は議席配分を失ってしまうからである。内部の地域利害対立が激しい政党は分裂して議席を失いやすく、その結果一体的な政党ほどトクをするから、やがて都府県を横断した各政党の全域的系列化・一体化が促される。

　なお、広域連合議会議員は、すべて都府県議会議員が兼ねることになるので、その業務は各都府県議会議員の業務の一環とみなし、広域連合議会議員としての議員報酬は支払われないことにすれば、新たな財政負担は発生しない。
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